
スモールビジネスのための
サステナビリティ情報

実務家への機会



概要
　サステナビリティ情報 1 は、ビジネ
スや経済におけるサステナビリティへ
の注目はもちろんのこと、さまざまな
理由から、世界的な議論の中心として
注目を集め、牽引力を増してきている。
ビジネスのレジリエンス（強靭性）とサ
バイバルへの注目は、Covid-19のパン
デミックによってさらに重要性を増し、
特定の社会問題やビジネスが気候に与
える影響にさらにスポットライトを当
てる要因にもなっている。2021年、多
くの企業が「ネクスト・ノーマル」を求
めている。一方、新しい国際的なサス
テナビリティ基準審議会の機運は高ま
り続けている 2。

　IFACの中小事務所アドバイザリーグ
ループは、長期的な視点に限らず、サ
ステナビリティ情報は、中小企業（SME）
や中小事務所（SMP）にとって、すでに
重要なものだと考えている。

　本文書では、中小企業がサステナビ
リティ情報を利用し、さらには報告す
ることの利点について概説し、アドバ
イザリー、報告、合意された手続（AUP）
業務及び保証など、実務家が提供でき
るサービスの範囲に焦点をあてている。
また、中小事務所がどのようにスキル
や知識を身につけ、最初の一歩を踏み
出すことができるかを解説している。本
文書の主な対象読者は 中小事務所（す
なわち実務家）だが、中小企業やその他
の関係者にも有用であると思われる。

1 サステナビリティや「非財務」情報については、共通的に用いられる定義はない。本文書では、サステナビリティ情報を、従業員、サプライヤー、顧客、コミュニティ、人権、環境・ 
社会・ガバナンス（ESG）事項に関する情報の総称としている。
2 IFACの最新のアドボカシー活動を見る サステナビリティ基準｜ IFAC
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https://www.ifac.org/who-we-are/advisory-groups/small-and-medium-practices-advisory-group
https://www.ifac.org/who-we-are/advisory-groups/small-and-medium-practices-advisory-group
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/contributing-global-economy/discussion/sustainability-standards


 

 

 

中小企業の重要性と
サステナビリティ情報
　中小企業は、世界経済の健全性、安定性、サステナビリティにとって極めて重要
である。民間部門の国内総生産（GDP）、富と雇用の創出、社会的影響、二酸化炭素
排出量の大部分を中小企業が占めている。世界の中小企業は企業人口の90％以上
を占め、通常、法域で設定された量的基準値（従業員数、資産総額、収益水準など）
を参照して定義されている。しかし、現実には、中小企業はその規模、年数、業界、
所有者、ビジネスモデル、及び抱負が大きく異なっており、一律的なアプローチで
は容易に対応することができない。

　サステナビリティ情報を社内の意思決定に活用し、ビジネスの考え方や計画の立
て方とストーリーの報告方法を強化することには、大きな利点がある。以下は、3
つの重点分野である。

● 入手しやすく、関連性と信頼性を備えたサステナビリティ情報を持つことで、
より良い情報に基づくビジネス上の意思決定を可能にし、戦略的計画とリスク
管理を強化し、その結果、統合思考に焦点を絞ることができる。

● サステナビリティ情報を求めている外部のステークホルダーやビジネスパート
ナーに対して報告する。

● 実務家にサステナビリティ情報のAUP業務を依頼するか、又は独立した保証を
得る。

中小企業は、国連の「持続可
能な開発目標」の達成に重
要な役割を担っている。特
に、目標8「包摂的かつ持続
可能な経済成長」、目標9「強
靭（レジリエント）なインフ
ラ構築、包摂的かつ持続可
能な産業化の促進及びイノ
ベーションの推進」（例え
ば、SDGsのための中小企
業の潜在能力の発掘など）、
目標13「気候変動及びその
影響を軽減するための緊急
対策を講じる」である。
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https://www.worldbank.org/en/topic/smefinance
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/contributing-global-economy/discussion/foundation-economies-worldwide-small-business-0
https://www.un.org/sustainabledevelopment/
https://www.un.org/sustainabledevelopment/
https://oecd-development-matters.org/2017/04/03/unlocking-the-potential-of-smes-for-the-sdgs/
https://oecd-development-matters.org/2017/04/03/unlocking-the-potential-of-smes-for-the-sdgs/


1
入手しやすく、関連性と信頼性を備えた 
サステナビリティ情報を持つことで、 
より良い情報に基づくビジネス上の意
思決定を可能にし、戦略的計画とリスク 
管理を強化し、その結果、統合思考に 
焦点を絞ることができる。
　中小企業にとって、サステナビリティ
情報の主な価値と用途は、外部報告よ
りもむしろ内部の意思決定にある。関連
性があり、適時かつ比較可能で正確な
サステナビリティ情報は、中小企業が自
社の戦略、ビジネスモデル、環境と社会
への影響について総合的に考えること
を支援するものである。実際、サステナ
ブルな将来の成功を確かなものにする
ために、レジリエンスを維持し、効果的
にリスク管理を行い、十分な情報に基づ
いた意思決定を行うには、サステナビリ
ティに関する多くの事を経営者は単純
に無視することはできない。例えば、生
産工程で水の安定供給が必要なビジネ

スであれば、気候変動の影響による干
ばつは監視すべきリスクとなる。

　財務情報と非財務情報（すなわち、サ
ステナビリティ）の両方から得られる知
見は、統合的なアプローチによって両者
が結びついたときに最大化される。例
えば、ある機会は良好な財務的リター
ンをもたらすかもしれないが、その結
果がビジネスの評判を損ね、法的措置
につながる可能性がある場合には、総
合的に検討する必要があるかもしれな
い。また、短期的な利益は得られるが、
将来の業績に悪影響を及ぼす可能性が
あるものもある。

「組織内の様々な事業単位
及び機能単位と、組織が利
用し、又は影響を与える
様々な資本との間の関係に
ついて、組織が能動的に考
えることである。統合思考
は短、中、長期の価値創造
を考慮した、統合的な意思
決定と行動につながる。」

Value Reporting Foundationの
International Integrated Reporting 
Framework（国際統合報告フレームワーク）
では、統合思考を次のように定義している。
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https://www.valuereportingfoundation.org/


PRACTICE TRANSFORMATION 
ACTION PLAN

A ROADMAP TO  
THE FUTURE

THE ROLE OF SMPS IN PROVIDING  
BUSINESS SUPPORT TO SMES
New Evidence
A Review of the Literature

　サステナビリティ情報を識別、測定
及び分析するためのプロセス、システ
ム及び統制を確立（又は強化）すること
には、大きな利点がある。これには、効
率性の向上や競合他社との差別化も含
まれる。中小企業にとっての環境活動
の利点は、ビジネスリスクを直視し、そ
の解決策を見出すことで財務パフォー
マンスを向上させ、コストを削減する
ことであり、これには企業の評判を高
め、ステークホルダーとの関係におけ
る妥当性を強固なものにすることも含
まれる。サステナビリティ情報は、労
働環境が健康と安全を促進し、多様性
と包摂性（D&I）を唱え、廃棄物とエネ
ルギーコストを削減するなど、サステ
ナブルなビジネス慣行を最適化するた
めの基盤となる。何も実行しないリス
クは相当なものになるかもしれない。

　中小企業のための統合思考の中心的
なテーマは、人と部門との間の内部サ
イロを取り払い、組織が一丸となって
ビジネスの重要な要素をよりよく理解
できるようにすることに基づいている。
これらの要素には、ガバナンス、戦略、
ビジネスモデル、ビジネスに影響を与
えるトレンドや課題に対する機会とリ
スクが含まれる。また、統合思考は、組
織が消費するさまざまなリソースと、
それに依存する関係を考慮し、長期的
な実行力とレジリエンスを確保するた
めの意思決定を行うためのより良いポ
ジションを確保することにもつながる。
経営資源が限られている中小企業に
とって、こうした考慮は非常に重要で
ある。しかし、多くの場合、オーナー経
営者はすでに統合的な方法で直感的に
考えていて、あとは焦点を絞る必要が
あるだけかもしれない。中小企業にとっ
ての利点は、より複雑なビジネスモデ
ルを持つ大企業と比較して、統合思考
の導入プロセスが容易で、時間もかか
らないということである。

特定の業界では、企業に対
してよりサステナブルな実
践を求める圧力が高まって
いる。例えば、中小企業の
廃棄物汚染への寄与度は、
世界全体の60～70％と推
定されている。

IFACと国際統合報告評議会（IIRC）が発行した「統合思考による
中小企業の価値創造 -統合報告の利点」は、非営利組織を含む中
小企業が統合思考と統合報告を採用し、その利点を実現できるよ
う支援するものである。

サステナビリティ情報のアドバイザリー・サービス
　近年、ビジネスアドバイザリー・サービスの提供は増加・多様化している。IFAC
の「業務のトランスフォーメーション・アクションプラン -将来へのロードマップ」
では、「将来に備える」ための重要な分野の一つとして、事務所の運営モデルの進化
とアドバイザリー・サービスの構築を掲げている。これには、提供するサービスを
再評価し、トランザクション型サービスからデータに基づく洞察を利用した戦略的
サービスへと移行することが含まれる。また、専門性の重要性も強調されたが、こ
れはサステナビリティに関連する問題であろう。

業務のトランスフォーメーション・
アクション・プラン

将来へのロードマップ
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https://www.ifac.org/system/files/publications/files/The-Relationship-between-Accessing-Accountancy-Expertise-and-Business-Performance.pdf
https://www.ifac.org/system/files/publications/files/IFAC-Role-SMPs-Providing-Business-Support-to-SMEs-New-Evidence.pdf
https://www.ifac.org/system/files/publications/files/IFAC-Role-SMPs-Providing-Business-Support-to-SMEs-New-Evidence.pdf
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/contributing-global-economy/publications/creating-value-smes-through-integrated-thinking
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/contributing-global-economy/publications/creating-value-smes-through-integrated-thinking
https://www.ifac.org/node/283739


 

 

 

 

 

 

 

 

● 正確性、適時性、関連性があり比較
可能なサステナビリティ情報を提供
するための信頼性のあるデータの
収集。

● 報告、内部リスク管理及びガバナン
ス制度の設計並びにプロセス改善に
関するアドバイス。

● サステナブルで責任あるビジネス実
務の最適化（例えば、資源やエネル
ギーコストの削減、効率性向上のた
めの新しい設備やプロセスへの投資
など）。これは、非財務指標と財務
指標を組合せるために、比率分析や
データ可視化分析をミックスできる
カスタマイズされた指標からの洞察
に基づくことがある。

● 現代のビジネスにおけるガバナンス
実務との整合性や早期の後継者育成
計画（日本語訳）の必要性などを含む、
ファミリービジネスにおける強力な
ガバナンスに関するアドバイス。

● 企業戦略に基づく指標とサステナブ
ルな目標の設計とモニタリング。

　中小事務所は、信頼できるアドバイ
ザーとして、サステナビリティに関す
るガイダンスや提言を中小企業の経営
陣に提供できる立場にある。というの
も、中小事務所はビジネスだけでなく、
業界や環境も熟知しているからである。
現在、ビジネスのレーダーに映ってい
ないようなサステナビリティ情報につ
いて議論することができるし、中小事
務所は、財務と非財務の知識を組み合
わせて、以下のような様々な事項につ
いて、最善の行動をとるよう方向性を
示すことができる。

会計事務所等所属の職業会計士は、最も高度な倫理基準を遵守することが求められる。IFACの加盟団
体は、国際会計士倫理基準審議会（IESBA）が発行した「職業会計士のための国際倫理規程（国際独立基
準を含む）」に記載されている規定に劣らない倫理基準の適用と実施が求められる。

IESBA倫理規程は独立性の要求事項を含んでおり、その中には、会計事
務所が一定の非保証業務（NAS）を監査クライアントに提供することを
禁止している。例えば、NASにおいては、監査クライアントの経営者の
責任を担ってはならない。経営者の責任とは、人的資源、財務的資源、
技術的資源、物的資源及び無形資源を取得し、利用し、管理することに
関連した決定を行うこと等により、事業体を管理し、統率し、指揮する
ことである。

この規程は、最近改訂され、監査又は保証のクライアントにNASを提供する又はしない場合の状況を
明確化し、対処している。これらは、2022年12月15日以降に開始する期間の財務諸表の監査及びレ
ビューから適用される。

● リスク評価を促進するためのシナ
リオ分析（例えば、気候変動が営業
利益率に及ぼす影響のエクスポー
ジャーの理解を支援する）。

● 主要なステークホルダーのマッピン
グとサプライチェーンにおけるリス
クと機会の特定。

● 「社会的・環境的パフォーマンス、
公衆への透明性、法的責任に関す
る最高基準を満たす企業」として
認定されたBコーポレーション（B 

Corps）への移行のアドバイス。
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https://www.ifac.org/knowledge-gateway/preparing-future-ready-professionals/discussion/encouraging-successful-exit-strategies-passing-baton
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/preparing-future-ready-professionals/discussion/encouraging-successful-exit-strategies-passing-baton
https://jicpa.or.jp/specialized_field/ITI/2019/20190716wzd.html
https://www.ethicsboard.org/international-code-ethics-professional-accountants
https://www.ethicsboard.org/international-code-ethics-professional-accountants
https://www.ethicsboard.org/publications/final-pronouncement-revisions-non-assurance-service-provisions-code
https://www.bcorporation.net/en-us/


2
サステナビリティ情報を求めている外部のステークホルダーや 
ビジネスパートナーに対して報告する。
　近年、中小企業がサステナビリティ情報を報告するケース
が増加しており、この傾向が今後も増大すると予想される。
その理由としては、サプライチェーンからの圧力（サプライ
チェーンが特定の基準を充足することを望む、又は要求する
大企業からの「トリクルダウン」効果）、規制要件及びステー
クホルダーからの要求（例えば、銀行や保険会社が自らの規
制要求を満たすために信頼できる情報を必要としている）な
どがあげられる。中小企業も、競合他社に対して優位に立ち
続けることを示すために、自主的に報告することを望むかも
しれない。

　中小企業は、その規模、産業、所有者、ビジネスモデル、
及び利用可能なリソースによって、こうした圧力に異なる反
応を示すだろう。環境マネジメントシステムの国際規格であ
る ISO14001を導入している中小企業は、サステナビリティ
の影響やパフォーマンスに関する報告にも必要なプロセスや
情報を持っている可能性が高い。
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https://www.iso.org/iso-14001-environmental-management.html
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IFAC GLOBAL SMP SURVEY: 2018 SUMMARY

TECHNOLOGY   

TALENT 

ADVISORY SERVICES

GROUNDBREAKERS: 
GEN Z AND THE FUTURE 
OF ACCOUNTANCY

IFACは、すべての中小企業に強制的なサステナビリティ報告要求を課すこ
とは、相当な負担を生じさせると考えている。
IFACは、自主的なアプローチを支持し、中小企業がグローバルなサステナ
ビリティ報告システムに組み込まれることが不可欠であり、開発される基
準はその適用において柔軟性があり得ると考えている。

　上記のように内部の管理プロセスや
意思決定を改善することに加え、サス
テナビリティ情報の報告は、以下のよ
うな重要な利点につながるため、単な
るコストとしてではなく、投資として
みなければならない。

● 顧客、サプライヤー、その他のステー
クホルダー及び社会からの信頼と信
用をより高める。

● 評価のためのより良い基礎を提供す
ることにより、ビジネスの譲渡、売
却、又は承継の可能性を最大化する。

● 合理的なコストでの資金調達を確保
する。多くの金融機関は、過去にど
のような金融資本が投入されたの
か、そして、全体的な戦略や練り込
まれた計画に基づくビジネスの将来
の意図を知りたがっている。さらに、
調達申請が必要な公的補助金など、
他の方法では利用できない資金を調
達できる可能性がある。

● 人材の確保と定着。従業員は、環境
や社会に良い影響を与えることを目
標としている組織で働きたい。調査
によると、ミレニアル世代の大半は、
企業が強固なコーポレート・サステ
ナビリティ報告（CSR）方針を持っ
ていない場合は就職しないこと、そ
して、Z世代は組織のサステナビリ
ティ・アプローチに基づいてキャリ
ア選択を行い、「給与よりも目的を
優先する最初の世代」であることが
分かっている。

サステナビリティ報告サービス
　中小企業はリソースが限られているため、高品質のサステナビリ
ティ報告サービスや専門的なアドバイスを提供する職業会計士に頼
ることがよくある。2018年 IFACグローバルSMP調査では、85％以
上の中小事務所がビジネス・アドバイザリー又はコンサルティング・
サービスを提供しており、このサービスラインは最も高い成長が将来
見込まれることが強調されていた。14％の事務所が強化されたコー
ポテート・レポーティング・サービス（統合報告、サステナビリティ
報告、CSR報告など）を提供しており、これは近年上昇する可能性が
高く、今後も増加すると思われる。
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https://www.conecomm.com/research-blog/2016-millennial-employee-engagement-study
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/developing-accountancy-profession/publications/groundbreakers-gen-z-and-future-accountancy
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/developing-accountancy-profession/publications/groundbreakers-gen-z-and-future-accountancy
https://www.greenbiz.com/article/5-things-know-about-gen-z-employees-and-sustainability
https://www.greenbiz.com/article/5-things-know-about-gen-z-employees-and-sustainability
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/contributing-global-economy/publications/new-global-smp-survey-reveals-keys-growth-small-accounting-firms
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AUPサービス
　中小事務所は、国際関連サービス基
準4400（改訂版）「合意された手続の実
施契約」（ISRS4400）を用いて、財務及
び非財務の両項目でAUP業務を提供で
きる。

　国際監査・保証基準審議会（IAASB）は、
最近同基準を改訂し、2022年1月1日
以降に契約条件が合意されたAUP業務
から適用される。現行の ISRS4400は、
この新しい適用日までは有効である。

実務家にサステナビリティ情報の
AUP業務を依頼するか、
又は独立した保証を得る。
合意された手続 (AUP)業務
　AUP業務とは、特定された手続を求める中小企業又は作業依頼者との間で合意
された、財務又は非財務項目に関する手続を、実務家が実施することである。報告
書は、実施した手続と関連する発見事項を伝達するものであり、保証を得るもので
はなく、結論や意見は表明されない。

　様々な状況に合わせてサービスを提供できることと、情報、文書、測定又は法令
と規制の遵守など、AUP手続を実施する対象は何でもよいことから、AUP業務は
中小企業に柔軟性を提供する。AUP業務は、一般的に、規制や要求により様々な
目的で、財務情報及び非財務情報の両方に対して実施される。ますます関連性が高
くなっている例として、規制当局に報告する温室効果ガス排出量の再計算などが
ある。
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https://www.ifac.org/system/files/publications/files/ISRS-4400-Revised-Agreed-Upon-Procedures-final.pdf
https://www.ifac.org/system/files/publications/files/ISRS-4400-Revised-Agreed-Upon-Procedures-final.pdf
https://www.ifac.org/system/files/publications/files/ISRS-4400-Revised-Agreed-Upon-Procedures-final.pdf


 

 

 

 

 

A GROWTH AND VALUE OPPORTUNITY

AGREED-UPON PROCEDURES  
ENGAGEMENTS

いかどうかについて、適宜、合理的保
証又は限定的保証を得ること、及び、
測定又は評価の結果について結論を表
明することである。これは、保証の結
論及び結論の根拠を記述した報告書を
通じて行われる。

保証サービス
　IAASBの基準における保証サービス
の提供が以下を前提としていることか
ら、中小事務所は、国際基準に基づく
サステナビリティ情報の高品質な保証
を提供することができる（中小事務所
は、これらの要求事項を満たせること
を前提とする）。

● 実務家が、国際品質マネジメント基準
（ISQM）14、又はその他の職業上の要
求事項、若しくは少なくとも ISQM1
と同等の品質マネジメントシステム
に対する事務所の責任について法律
又は規制が要求するような事務所の
構成員であること。

● 実務家及び業務チームのメンバー
が、IESBAが発行した職業会計士の
ための国際倫理規程（国際独立基準
を含む）、又はその他の職業上の要
求事項、若しくは少なくとも求めら
れている法律上又は規制上の要求事
項に従わなければならないこと。

● 実務家は、自らの能力（保証の能力
及び技術を含む）及び業務を実施す
るその他の者の能力を扱う基準の要
求事項を遵守していること。

　2020年12月、IFAC は「Agreed-
Upon Procedures Engagements - 
A Growth and Value Opportunity
（合意された手続－成長と価値の機会）」
を公表した。これには、AUP業務が適切
な場合に、当該サービスを提供すること
の利点、財務項目・非財務項目の例、さ
らに適用可能な手続例を示した6つの
ショート・ケース・スタディが含まれる。

保証業務 3

　独立した保証は、中小企業の報告す
る非財務情報の信用と信頼を高める。
保証業務では、実務家は、対象情報に
対する利用者の信頼性を高めるべく設
計された結論を表明するために、十分
かつ適切な証拠を入手することを目的
としている。例えば、ある企業は、識別
された環境又は社会的な指標及び目標
など、自社の状況に関連するサステナ
ビリティの側面を、適用可能な規準に
照らして測定又は評価することによっ
て、特定のサステナビリティ情報を作
成し、報告することができる。その上で、
実務家に保証業務の実施を依頼できる。
保証業務の実施において、実務家の目
的は、対象項目に重要な虚偽記載がな

　関連する IAASB基準には、以下のも
のがある。

● ISAE3000（改訂）「過去財務情報の
監査又はレビュー以外の保証業務」。 
ISAE（国際業務保証基準）シリーズ
のすべての保証業務に適用される
IAASBの包括的な基準である。主
題別に ISAEが業務に関連している
場合（例えば、下記の箇条書きにあ
る ISAE3410）、ISAE3000（改訂版）
に加えてその ISAEが適用される。 
実務家は ISAE3000（改訂版）及びそ
の主題別 ISAEの要求事項に従わな
ければならない。

● ISAE3410「温室効果ガス報告書に
対する保証業務」。中小企業の温室
効果ガス報告書に関する保証業務を
扱っている。

3 過去財務情報の監査又はレビュー以外
4 国際品質マネジメント基準第 1号「財務諸表の監査若しくはレビュー又はその他の保証若しくは関連サービスの業務を行う事務所の品質マネジメント」（ISQM 1）は、2022年 12月 15日
から適用され、IAASBの現行基準である国際品質管理基準第 1号（ISQC 1）を置き換えるものである。
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https://www.ifac.org/knowledge-gateway/supporting-international-standards/publications/agreed-upon-procedures-engagements-0
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/supporting-international-standards/publications/agreed-upon-procedures-engagements-0
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/supporting-international-standards/publications/agreed-upon-procedures-engagements-0
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/supporting-international-standards/publications/agreed-upon-procedures-engagements-0
https://www.ifac.org/system/files/publications/files/ISAE%203000%20Revised%20-%20for%20IAASB.pdf
https://www.ifac.org/system/files/publications/files/ISAE%203000%20Revised%20-%20for%20IAASB.pdf
https://www.iaasb.org/system/files/publications/files/B008%202013%20IAASB%20Handbook%20ISAE%203410.pdf
https://www.iaasb.org/system/files/publications/files/B008%202013%20IAASB%20Handbook%20ISAE%203410.pdf
https://www.iaasb.org/publications/international-standard-quality-management-isqm-1-quality-management-firms-perform-audits-or-reviews
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IASE 3000 assurance engagements  
are not “consulting”  services:

Proper application of ISAE 3000 requires use by competent practitioners who are subject to:

Company-reported information about sustainability factors is becoming mainstream—through 
increased voluntary disclosure as well as through new jurisdiction-specific rules. Investors, as well 
as other stakeholders, need to have trust and confidence in this information through external 
assurance—just like financial information. The International Auditing and Assurance Standards 
Board’s (IAASB) International Standard on Assurance Engagements ISAE 3000 (Revised)—founded 
on decades of assurance standard-setting expertise and extensive stakeholder engagement—is a 
comprehensive standard that applies to non-financial information assurance engagements, which 
includes environmental, social and governance (ESG), or sustainability, disclosures.

ISAE 3000 (Revised), Assurance Engagements Other than Audits or Reviews of Historical 
Financial Information (i.e., “ISAE 3000”) 

An “umbrella standard”—designed to allow for supplemental standards, such as ISAE 3410, Assurance 

Engagements on Greenhouse Gas Statements. The IAASB also recently published Non-Authoritative  

Guidance on Applying ISAE 3000 (Revised) to Extended External Reporting (EER) Assurance Engagements— 

“EER Guidance”—to help assurance practitioners apply the Standard in sustainability-related and integrated 

reporting engagements (among other extended external reporting).

Compliance with requirements 
addressing the practitioner’s 
own competence (including 
assurance skills and techniques).

The IAASB’s International 
Standard on Quality Control 1, 
or other professional, legal, or 
regulatory requirements that are 
as demanding.

The International Code of Ethics 
for Professional Accountants 
(including International 
independence Standards) or 
other professional, legal, or 
regulatory requirements that  
are at least as demanding.

ISAE 3000 assurance engagements have a specific 

purpose—to enhance confidence of intended 

users (i.e., investors or other stakeholders).

Consulting services focus directly on the needs of 

the client (i.e., the preparer of information). 

Assurance engagements are undertaken by an 

independent assurance practitioner with the 

goal of expressing an assurance conclusion on 

reported information.

The report of the assurance practitioner should 

include a statement that the engagement 

was performed in accordance with ISAE 3000. 

Imprecise qualifying or limiting language (e.g., 

performed by “reference to”—or “based on”—

ISAE 3000) may mislead users.

USING ISAE 3000 (REVISED) IN SUSTAINABILITY ASSURANCE ENGAGEMENTS

A Guide to Accompany The State of Play in Sustainability Assurance 

THE STATE OF PLAY 
IN SUSTAINABILITY 
ASSURANCE

BENCHMARKING GLOBAL PRACTICE

JUNE 2021

2021年6月、IFACとAICPA-CIMAは、グローバルベンチマーク調査「サステナ
ビリティ保証の現状」を発表し、上場会社がどの程度、サステナビリティ開示を
報告し、保証を受けているか、どの保証基準が使われているか、及びどの会社が
保証サービスを提供しているかを把握・分析した。

レビューした企業の

91％が、何らかのサ
ステナビリティ情報を報
告している。

これらの保証業務のうち 

63%は、監査人又
は監査人の関連会社に
よって実施された。

サステナビリティ情報
を報告した企業のうち、

51%が、何らかの
保証を受けている。

サステナビリティ情報の報告と保証の重要性がますます認識されつつあることか
ら、これは中小企業にとって示唆的なトレンドということが明らかになっている。

ISAE 3000（改訂）の適用を支援するために、
IAASBの拡張された外部報告（EER）保証業務
プロジェクトは、非財務報告に対する保証の
発展的分野を支援する重要な一歩となる、追
加ガイダンスを開発した。

IFACは、「サステナビリティ保証業務における
ISAE3000（改訂）の利用」も公表している。

重要なのは、AUP及び保証サービス業務を行
う際に、中小事務所には、品質を確保し、公共
の利益を保護するために設計された、事務所
及び業務レベルの品質マネジメント及び職業
倫理の要求事項の遵守が求められるというこ
とである。

2020年に IESBAは、ISAE3000（改訂）で使用
されている用語や概念を反映させるため、監
査及びレビュー業務以外の保証業務に関する
独立性基準（パート4B）の改訂を発表した。こ
の改訂は、2021年6月15日から適用された。
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https://www.ifac.org/knowledge-gateway/contributing-global-economy/discussion/state-play-sustainability-assurance
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/contributing-global-economy/discussion/state-play-sustainability-assurance
https://www.iaasb.org/focus-areas/sustainability-assurance
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/supporting-international-standards/publications/using-isae-3000-revised-sustainability-assurance-engagements
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/supporting-international-standards/publications/using-isae-3000-revised-sustainability-assurance-engagements
https://www.ethicsboard.org/publications/final-pronouncement-alignment-part-4b-code-isae-3000-revised


得するための生涯学習も含まれている。 
これから歩む道のりは、それぞれの中
小事務所によって異なり、事務所特
有の様々な要因によって決定される。 
小規模事務所がサービス提供を開始す
る場合、特定の知識と経験を持つ新し
いスタッフへの投資、既存のスタッフ
へのカスタマイズされたトレーニング、
この分野に特化したサービスを既に提
供している他の事務所とのパートナー
シップが必要な場合がある。

　最初のステップとしては、どのクラ
イアントがサステナビリティの問題に
目を向けるのに適しているかを識別す
ることが考えられる。例えば、公共サー
ビスを提供する企業（ヘルスケアや社
会的企業）、公益サービスを提供する企

今こそ将来のために
中小事務所が中小企業に対して、サステナビリティに関する様々なアドバイザ
リー、報告、AUP及び保証サービスを提供する機会は非常に大きい。今こそ、
旅立ち、変化を起こし、将来を受け入れる時である。そうすることで、最終的
に事務所、人々、そして地球に利益をもたらすことになる。

知識・能力の構築と初期段階
での取組み
　将来は、めまぐるしく変化する世界に
対応するために成長し、適応するための
大きな機会を中小事務所にもたらす。こ
の新しい時代において、サステナビリ
ティの問題は、関連性を保持したクライ
アントへのサービス提供と、次世代の人
材の獲得と維持の両方において、ますま
す重要になると思われる。

　小規模事務所は、事務所内のサステ
ナビリティ方針とプロセスの検討から
始めるべきである。そのためには、従業
員への配慮、サプライヤーの選択、二酸
化炭素排出量の削減及び地域社会や環
境への影響などを検討する必要がある。
また、職員がサステナビリティに関す
る研修を受けられるようにすることで、
継続的な変化と進化を受け入れる必要
がある。これは、会計士団体（PAO）の
CPDコースや情報において確認するこ
とができる。

　教育訓練に基づき、職業会計士は、サ
ステナビリティ情報を作成又は保証す
るために必要なコアスキルと能力を有
しており、それにはサステナビリティに
関する様々な事項についてアドバイス
を提供するための新しい専門知識を習

業（電気、ガス、公共交通、廃棄物の収
集と処理など）、及び非営利組織などが
挙げられる。これらの組織は、報告さ
れるサステナビリティ情報に関心を持
つステークホルダーがいることから、 
一般的に、寄付者、ボランティア、及び
コミュニティパートナー、並びに地方
/地域 /中央の政府などの幅広いネット
ワークを持っている。また、事務所は、
外部のステークホルダーに対してサプ
ライチェーンに関する情報の提供を求
められる可能性のある大企業を既にク
ライアントとして持っている場合もあ
る。このような場合、事務所が提供で
きる様々なサービスを検討することが
できる。
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https://www.ifac.org/knowledge-gateway/contributing-global-economy/discussion/doing-different-things-approaching-sustainability-confidence-and-your-existing-skillset
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IFACは、その加盟団体とともに、グローバルな会計プロ
フェッションの関連性、評判、及び価値を高めることにより、
公共の利益に貢献している。IFACの戦略目標は以下の3つで
ある。

● グローバルなプロフェッションの代弁者として発言し、
関与する。

● 将来に備えたプロフェッションを主導し、発展させる

● 高品質な国際基準の開発、採用、実施に貢献し、促進する。

IFACナレッジ・ゲートウェイにアクセスして、グローバル
なプロフェッションに影響を与える関連記事、ビデオ及び
リソースを見つけ、2週間ごとに追加されるコンテンツを
要約した隔週のニュースレター「The Latest」の受信登録を
行う。

「スモールビジネスのためのサステナビリティ情報 -実務家への機会」は、IFACが中小事務所アドバイザリーグループの支援と見識に 
基づき作成したものである。

詳細については、christopherarnold@ifac.org宛てに電子メールで問合せされたい。

公開草案、コンサルテーション・ペーパー及びその他の IFACの公表物は、IFACが公表し、その著作権は IFACにある。

IFACは、本文書の内容を信頼して行為を行うか、又は行動を控えることによって生じる損失について、当該損失が過失により生じた
ものであれ他の原因によるものであれ、一切責任を負わない。

IFACのロゴ、'International Federation of Accountants'及び 'IFAC'は、米国及びその他の国で登録された IFACの商標又は登録商標
及びサービスマークである。

著作権©International Federation of Accountants (IFAC)　2021年。無断複写・転載を禁ず。この文書の翻訳、複製、保存若しくは
送信、又は他の類似する使用については IFACの許可書が必要となる。permissions@ifac.org に連絡されたい。
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